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原子力規制委員会について

－概要－
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核セキュリティの総合
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・試験研究炉等の安全規制
・核不拡散の保障措置の
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SPEEDI
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日本原子力研究開発機構
（ＪＡＥＡ） ・安全研究 等

・放射線医学研究 等

*1 H25.4.1.より
移管

・安全研究 等*2

・放射線医学研究 等*3

ＪＮＥＳＪＮＥＳ

・独立性
の確保

・組織の
一元化

ダブルチェック
必要となる法制上の措置を速やかに講

じて、原子力規制委員会に統合

*2 H25.4.1.より文科省及び経産省と共同所管、 *3 文科省と共同所管

■発足の経緯
福島第一原子力発電所事故の反省のもと、平成２４年９月１９日、原子力規制委員会設置法に基づき、原子力規制委員会およ
びその事務局である原子力規制庁が設置された。

■原子力規制委員会の特徴
○独立性の確保：原子力利用の「推進」と「規制」を分離し、専門的な知見に基づき中立公正な立場から独立して原子力安全規
制に関する職務を担う。
○原子力規制組織の一元化：原子力安全規制、核セキュリティ、核不拡散のための保障措置、放射線モニタリング、放射性同位
元素等の規制を一元化。

（外局）

１．原子力規制委員会の設置趣旨
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２．原子力規制委員会の委員

大島 賢三 （おおしま けんぞう） 69歳 委員 （任期２年）
元東京電力福島原子力発電所事故調査委員会委員、国際連合日本政府代表部特命全権大使

島﨑 邦彦 （しまざき くにひこ） 66歳 委員長代理 （任期２年）
元東京大学地震研究所教授、地震予知連絡会会長

更田 豊志 （ふけた とよし） 55歳 委員 （任期３年）
元（独）日本原子力研究開発機構原子力基礎工学研究部門副部門長

中村 佳代子（なかむら かよこ） 62歳 委員 （任期３年）
元慶應義塾大学専任講師、（公社）日本アイソトープ協会プロジェクトチーム主査

・核燃料の事故時の損傷等に関する研究に従事。
・OECDにおいて、国際的な原子力安全研究協力を行った。

・核医学の研究と実践に従事し、日本アイソトープ協会医療連携室長、放射線審議会委員等を歴任。

・外務省入省後、国連事務次長としてチェルノブイリ原発事故の被災者に対する国際支援に従事し
た他、国会事故調元委員として事故原因究明に当たった。

・地震予知連絡会会長、中央防災会議専門委員、日本活断層学会会長等を歴任。
・活断層や地震発生の長期予測に関し、国民の安全確保に必要な対策に関する見解を提言。

田中 俊一 （たなか しゅんいち） 68歳 委員長（任期５年）
元（一財）高度情報科学技術研究機構顧問、日本原子力研究所副理事長

・平成11年に発生したJCO臨界事故に際して、専門家として現場において事故収束を指導。

・福島県における放射能除染活動に先頭に立って取り組んだ。
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原子力規制庁

原子力安全基盤機構
（ＪＮＥＳ）

次 長

緊急事態対策監 ･･･緊急時対応の統括（オンサイト対策等）

審 議 官 （３）

原子力地域安全総括官 ･･･災害時の住民の安全確保対策（オフサイト対策）

･･･総務、人事・人材育成、会計、研修、訴訟対応

･･･政策評価、広聴広報、申告対応、委員会の会務

･･･IAEA等国際機関、諸外国との連携

･･･安全規制に関する指針・基準の策定等

･･･防災体制の構築、緊急時の初動対応、核物質防護業務

･･･放射線モニタリングの司令塔機能、モニタリング実施、関連システムの活用業務

･･･原子炉のタイプ（沸騰水型原子炉、加圧水型原子炉、 試験研究炉等）や活動・事業の種別（再処理、廃棄物処理、
貯蔵等）に応じた審査・検査、地震・津波安全対策

〔地方の体制〕

地域原子力安全連絡調整官（５）

原子力規制事務所

･･･立地県の県庁等に駐在し、関係機関と連携

（２２か所）

･･･原子炉サイト近傍に、原子力保安検査官 （定員
１５２人）、原子力防災専門官（定員３０人）を配置

・・・委員長及び委員（４名）
※ 平成２５年４月の文部科学省からの機構・定員の移管を踏まえた新体制予定図

（下線は平成２５年４月からの追加業務等）

原子炉安全専門審査会

核燃料安全専門審査会

放射線審議会

独立行政法人評価委員会

･･･原子炉の安全性に関する事項を調査審議

･･･核燃料物質に係る安全性に関する事項を調査審議

･･･放射線障害防止に関する技術的基準の整理

･･･所管する独立行政法人の評価の実施

〔審議会等〕

〔独立行政法人〕

長 官

日本原子力研究開発機構
（ＪＡＥＡ）

放射線医学総合研究所
（ＮＩＲＳ）

･原子力施設に関する検査等
・原子力施設の設計に関する安全
性の解析及び評価等

・放射線安全・緊急被ばく医療
研究等

＜主管＞ ＜一部共同所管※＞ ＜一部共同所管＞

原子力規制委員会

総務課

政策評価・広聴広報課

国際課

技術基盤課

監視情報課

安全規制管理官（５）

放射線対策・保障措置課

原子力防災課

･･･放射性同位元素等の使用等の規制、国際約束に基づく保障措置の実施のための規制

･原子力の安全の確保に関すること
（※Ｈ２５．４．１施行）

３．原子力規制委員会の組織
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原子力規制委員会は、
2011年3月11日に発生した東京電力福島原子力発電所事故の教訓に学び、
二度とこのような事故を起こさないために、
そして、我が国の原子力規制組織に対する国内外の信頼回復を図り、
国民の安全を最優先に、原子力の安全管理を立て直し、真の安全文化を確
立すべく、

設置された。

原子力にかかわる者はすべからく高い倫理観を持ち、常に世界最高水準の

安全を目指さなければならない。

我々は、これを自覚し、たゆまず努力することを誓う。
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４．原子力規制委員会の組織理念①



４．原子力規制委員会の組織理念②
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使命
原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ることが原子力規制委員会の使命である。

活動原則
原子力規制委員会は、事務局である原子力規制庁とともに、その使命を果たすため、以下の

原則に沿って、職務を遂行する。

（ １ ） 独立した意思決定

何ものにもとらわれず、科学的・技術的な見地から、独立して意思決定を行う。

（ ２ ） 実効ある行動
形式主義を排し、現場を重視する姿勢を貫き、真に実効ある規制を追求する。

（ ３ ） 透明で開かれた組織
意思決定のプロセスを含め、規制にかかわる情報の開示を徹底する。また、国内外の多様な

意見に耳を傾け、孤立と独善を戒める。

（ ４ ） 向上心と責任感
常に最新の知見に学び、自らを磨くことに努め、倫理観、使命感、誇りを持って職務を遂行す

る。

（ ５ ） 緊急時即応
いかなる事案、事象にも、組織的かつ即座に対応する。また、そのための体制を平時から整

える。



５．原子力規制委員会の主な取組み①

現在、新しい安全基準の具体的内容を検討中。
・シビアアクシデント（重大事故）対策

・地震・津波対策

・テロ対策 等

原子力発電所は本年７月､サイクル施設は１２月までに施行予定。

施行後、原子力発電所等の安全審査を着実に実施していく。

１．安全規制の見直し

原子力規制委員会発足前の調査状況も踏まえ、敦賀､東北東通、
大飯、志賀、美浜、もんじゅの調査を実施中。

外部有識者や事業者から意見も聴取した上で、科学的技術的な根
拠に基づき判断を行っていく予定。

２．発電所敷地内の破砕帯調査
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５．原子力規制委員会の主な取組み②

長期の廃炉工程における発電所全体のリスク低減・管理が必要。

・燃料プールからの使用済燃料の取り出し、汚染水の管理等が課題

現在、事業者から提出された作業計画の評価中。

計画の認可後、規制当局として引き続き監督していく。

３．東京電力福島第一発電所事故に係る取組み

４．原子力防災対策の推進
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事故発生時の緊急対応（炉の鎮圧等）のための体制を構築。

昨年１０月３１日､専門的・技術的な「原子力災害対策指針」を策定。
・（平 時）施設から概ね３０㎞圏：防災対策重点区域（２１道府県１３５市町村）

（緊急時）施設から概ね ５㎞圏：即時避難、同３０㎞圏：状況に応じて避難

・現在、避難や安定ヨウ素剤の服用を行う具体的な基準等を検討中。

地方自治体による地域防災計画の策定（本年３月目途）を支援｡

東電福島第一原発事故による住民の健康管理のあり方を提言予定。



５．原子力規制委員会の主な取組み③

国際機関や海外規制機関との連携強化

原子力施設の「核セキュリティ対策」や「保障措置（核物質が核兵器等

に転用されていないことの確認）」も、国際機関と連携しつつ推進｡

５．国際的な取組み
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※ 自治体による計画策定後も、随時、
指針と計画を見直し、不断に防災対
策の強化を図る。

６．原子力規制委員会の新安全規制（発電炉）、防災対策のスケジュール
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発電用軽水型原子炉施設に係る
新安全基準骨子案について

－概要－
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○ 外部事象も考慮したシビアアクシデント対策が十分な検討を経ないまま、

事業者の自主性に任されてきた。（国会事故調）

○ 設置許可された原発に対してさかのぼって適用する（「バックフィット」といわれる）

法的仕組みは何もなかった。（国会事故調）

○ 日本では、積極的に海外の知見を導入し、不確実なリスクに対応して安全

の向上を目指す姿勢に欠けていた。（国会事故調）

○ 地震や津波に対する安全評価を始めとして、事故の起因となる可能性が

ある火災、火山、斜面崩落等の外部事象を含めた総合的なリスク評価は

行われていなかった。（政府事故調）

○ 原子力安全規制に関する法律として、核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律、電気事業法等があり、複数の法律の適用や

所掌官庁の分散による弊害のないよう、一元的な法体系となることが

望ましい。（国会事故調）

１．東京電力福島第一原子力発電所事故以前の

安全規制への指摘
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２．新安全基準の前提となる法改正 (H24年6月公布)
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環境への大規模な放射性物質の放出

３．東京電力福島第一原子力発電所事故の進展と対策の方向性

外部電源喪失

多重故障及び共通要因故障
非常用DG※/直流電源喪失

炉心損傷

原子炉建屋の水素爆発

通信・計装
機能不全等

＜事故の進展＞

＜対策＞

炉心冷却機能喪失

格納容器破損、原子炉建屋への漏えい

想定高さ: 5.7m
来襲高さ:15.5m

状態把握・プラント
管理機能の強化

非常用DG※/
炉心冷却系起動

原子炉停止

長時間の電源喪
失の防止

地震発生

津波発生

放射性物質の
放出抑制・拡散緩和

格納容器破損防止

著しい炉心損傷防止
非常用電源及び炉心冷却系の

強化

地震や津波に対する耐
性強化

※非常用ＤＧ： 非常用ディーゼル
発電機
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４．検討のステップ

規則条文案作成

公布・施行（７月）

パブリックコメント

パブリック
コメント

専門家ヒアリング
(設計基準、シビアアクシデント対策のみ)

チームでの検討

基準骨子案の取りまとめ

原子力規制委員会での
有識者ヒアリング

現在、この段階

被規制者からの意見聴取

国際基準との比
較
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① 深層防護の考え方の徹底

目的達成に有効な複数の(多層の)対策(防護策)を用意し、かつ、それ

ぞれの層の対策を考えるとき、他の層での対策を忘れ、当該の層だけ

で目的を達成する

当該層より前段にある対策は突破されてしまうものと想定し(前段否定)、
さらに、当該層より後段の対策があることに期待しない(後段否定)

② 安全確保の基礎となる信頼性の強化

火災防護対策の強化・徹底、内部溢水対策の導入、

安全上特に重要な機器の強化 (長時間使用する静的機器の共用を排除)

③ 自然現象等による共通原因故障に係る想定とそれに対する防護対策を

大幅に引き上げ

地震・津波の評価の厳格化、津波浸水対策の導入、

多様性・独立性を十分に配慮 (多重性偏重からの脱却)

５．新安全基準策定の基本方針
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① 「炉心損傷防止」、「格納機能維持」、「ベントによる管理放出」、「放射性

物質の拡散抑制」という多段階に亘って防護措置を用意

② 米国等と同様に可搬設備での対応を基本とし、恒設設備との組み合わせ

により信頼性をさらに向上 (継続的改善)

③ 使用済み燃料プールにおける防護対策を強化

④ 緊急時対策所の耐性強化、通信の信頼性・耐久力の向上、使用済み燃料

プールを含めた計測系の強化 (指揮通信、計測系の強化)

⑤ 意図的な航空機落下等に備えて特定安全施設を導入

６．シビアアクシデント対策、テロ対策における基本方針
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７．新安全基準の全体像

炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）

耐震・耐津波性能

自然現象に対する考慮

＜従来の安全基準＞

炉心損傷に至らない状態を想定した設
計上の基準（設計基準）

（単一の機器の故障のみを想定等）

電源の信頼性

その他の設備の性能

冷却設備の性能

火災に対する考慮

耐震・耐津波性能

冷却設備の性能

火災に対する考慮

その他の設備の性能

信頼性に対する考慮

自然現象に対する考慮

格納容器破損防止対策

放射性物質の拡散抑制

意図的な航空機衝突への対応

信頼性に対する考慮 電源の信頼性

＜新安全基準＞

強
化

強
化

（
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
）

新
設
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① 考慮すべき自然事象として、竜巻、森林火災等を追加

② 火災防護対策の強化・徹底

③ 安全上特に重要な機器の信頼性強化
(長時間使用する配管等の多重化)

④ 外部電源の強化 (複数の回線で異なる変電所等に接続)

⑤ 熱を逃がす系統の物理的防護 (海水ポンプの防護等)

８．設計基準の強化

「炉心損傷に至らない状態を想定した設計上の基準」
（設計基準）を見直し
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９．シビアアクシデント対策（炉心損傷防止対策）

① 通常操作による原子炉停止に失敗した場合の対策

② 原子炉冷却機能喪失時（原子炉高圧時）の対策

③ 原子炉減圧機能喪失時の対策

④ 原子炉冷却機能喪失時（原子炉低圧時）の対策

⑤ 最終ヒートシンク喪失時の対策

⑥ サポート機能の確保（補給水・電源）

設計上の想定を超える事態の発生を前提とした
炉心損傷に至らせないための対策を新規に要求
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炉心損傷防止対策の例

全交流電源喪失に備えた、代替電源設備等
（電源車、バッテリ等）の配備。

原子炉を減圧するための弁を手動で開けられ
るようハンドルを設置するとともに、手順書を整
備。

電源車の高台への設置等

ガスタービン発電設備

○サポート機能の確保（ＰＷＲ・ＢＷＲ共通）○原子炉減圧機能喪失時の対策（ＰＷＲ）

主蒸気逃がし弁の手動操作ハンドル



22

１０．シビアアクシデント対策（格納容器破損防止対策）

① 格納容器の冷却・減圧・放射性物質低減対策

（格納容器スプレイ）

② 格納容器の除熱・減圧対策 （フィルタ・ベント）

③ 格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却対策

④ 格納容器内の水素爆発防止対策

⑤ 原子炉建屋等の水素爆発防止対策

⑥ 使用済燃料貯蔵プールの冷却対策

炉心損傷の発生を前提とし、格納容器の破損を
防止するための対策を要求
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格納容器破損防止対策の例 (BWR)

格納容器内圧力及び温度の低下を図り、放射性
物質を低減しつつ排気するフィルタ・ベントを設
置。

フィルタ・ベント施設

溶融炉心により格納容器が破損することを防
止するため、格納容器下部注水設備（ポンプ
車、ホースなど）を配備。

○格納容器の除熱・減圧 ○溶融炉心の冷却



24※系統構成は一つのイメージ

１１．意図的な航空機衝突などへの対策

原子炉建屋

溶融炉心
冷却ポンプ

水源

電源

フィルタ・ベント

例えば100ｍ
（回避）

第二制御室

炉心

格納容器

格納容器
下部注水

格納容器
スプレイポンプ

炉内注水

山側

海

意図的な航空機衝突などのテロリズムにより炉心損傷が発生
した場合に使用できる施設（特定安全施設）の整備を要求
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対策イメージ（大容量泡放水砲システムによる放水）

（画像の引用）
平成２３年度版消防白書 http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h23/h23/html/2-1-3b-3_2.html

１２．敷地外への放射性物質の拡散抑制対策

格納容器が破損に至った場合などを想定し、
屋外放水設備の設置などを要求
(原子炉建屋への放水により放射性物質の拡散を抑制)
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１３．耐震・耐津波性能強化

地震・津波の評価方法の厳格化。特に津波対策を大幅に強化

○津波防護壁の設置
（敷地内への浸水を防止）

○防潮扉の設置
（建屋内への浸水を防止）

防潮扉

既往最大を上回るレベルの津波を「基準津波」とし
て策定し、基準津波への対応として防潮堤等の津
波防護施設等の設置を要求

津波防護施設等は、原子炉圧力容器等と同じ耐震
設計上最も高い「Ｓクラス」に

高い耐震性を要求する対象を
拡大

津波に対する基準を厳格化

＜津波対策の例（津波防護の多重化） ＞
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Ｓクラスの建物・構築物等は、活動性のある断層等の
露頭が無い地盤に設置

サイト敷地の地下構造を三次元的に把握

耐震設計上考慮する活断層は、後期更新世以降
（約12～13万年前以降）の活動が否定できないもの
とし、必要な場合は中期更新世以降（約40万年前以

降）まで遡って活動性を評価

活断層の認定基準を厳格
化

より精密な基準地震動の
策定

地震による揺れに加え地
盤の「ずれや変形」に対す
る基準を明確化

起振車

＜地下構造調査の例＞

起振車で地下に振動を与え、ボーリング孔内の受振器で受振し、解析することで、地下構造を把握


